
12月4日、会津農民連女性部は味噌づく
りをしました。今回は、中米を麹に使用
し、１００kgの味噌を仕込みました。大
きなトラブルもなく順調に進み、各自持
参した樽や袋に詰めて持ち帰りました。
仕上がりが楽しみです。

柏崎刈羽原発の再稼働に反対する11月25日
の「人間の鎖」行動に新潟県内外から１２０
０人以上が集まり、再稼働容認を表明した花
角（はなずみ）英世知事に怒りを爆発させま
した。福島からも12名が参加し、原発再稼
働反対を訴えました。

オンラインから購入できます！
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無農薬・無化学肥料栽培の大豆を使用
したきなこです。牛乳や豆乳に入れて
きなこドリンクに、お餅やお団子、プ
リンにかけて召し上がっていただくの
もおすすめです！

化学農薬と化学肥料を使用していな
い有機JAS認証取得のお米です。自
然の栄養素がたっぷり含まれた美味
しいお米をぜひお楽しみください！

柏崎原発再稼働にNO！
1200人で新潟県庁を包囲

会津女性部　味噌づくり

省エネ推進で電力需要は減少する！
原発の再稼働・最大限活用を許さない！

12月18日 東電交渉 柏崎刈羽原発再稼働反対！
１２
月
１８
日
、
福
島
か
ら
８０
名
、
原
発
立
地

地
域
の
農
民
連
の
仲
間
も
参
加
し
、
１
０
０

名
に
よ
る
政
府
・
東
電
交
渉
が
行
わ
れ
、
東

電
が
新
潟
県
・
柏
崎
刈
羽
原
発
の
再
稼
働
を

進
め
て
い
る
こ
と
に
大
き
な
怒
り
の
声
を
上

げ
ま
し
た
。

東
電
・
経
産
省

「
原
発
事
故
は
起
こ
り
え
る
」

　
政
府
は
２
０
２
５
年
６
月
の
閣
議
で
、
福
島

原
発
事
故
に
よ
る
帰
還
困
難
区
域
に
つ
い
て

「
区
域
か
ら
個
人
へ
」
と
い
う
方
針
を
発
表
し
、

バ
リ
ケ
ー
ド
な
ど
を
撤
去
し
、
立
ち
入
り
や
活

動
を
自
由
化
す
る
と
決
定
し
ま
し
た
。
こ
れ
に

対
し
、「
国
は
も
う
除
染
し
な
い
、
安
全
確
保

は
線
量
計
を
個
人
で
も
っ
て
自
己
責
任
で
や
れ

と
い
う
国
の
責
任
放
棄
だ
」
と
強
く
抗
議
し
ま

し
た
。
担
当
し
た
内
閣
府
の
職
員
は
、
当
初
住

民
の
要
求
と
し
て
、
林
業
な
ど
の
事
業
を
再
開

し
た
い
な
ど
の
要
望
が
あ
る
と
回
答
し
ま
し

た
。
し
か
し
、
除
染
も
し
さ
れ
な
い
現
状
で
そ

ん
な
要
求
が
あ
る
は
ず
が
な
い
、
ど
こ
で
聞
い

た
の
か
と
追
及
す
る
と
、「
様
々
な
省
庁
か
ら

の
聞
き
取
り
、
一
般
論
と
し
て
答
え
た
」
な
ど

と
言
い
逃
れ
を
す
る
始
末
。
帰
還
を
望
む
住
民

の
要
求
も
あ
る
と
言
い
ま
す
が
、
切
実
な
要
求

を
逆
手
に
と
っ
た
国
の
責
任
逃
れ
を
許
せ
ま
せ

ん
。被

ば
く
の
安
全
管
理
は
自
己
責
任

　
東
京
電
力
柏
崎
刈
羽
原
発
６
号
機
の
再
稼
働

中
止
、
廃
炉
を
求
め
た
要
請
に
対
し
東
電
と
経

産
省
は
デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
や
半
導
体
工
場
の
増

加
に
よ
り
今
後
電
力
需
要
は
増
加
し
、
脱
炭
素

電
源
と
し
て
柏
崎
刈
羽
原
発
は
必
要
だ
と
回
答

し
ま
し
た
。
農
民
連
か
ら
「
福
島
と
同
様
の
過

酷
事
故
が
起
き
る
可
能
性
は
あ
る
か
」
の
質
問

に
対
し
東
電
と
経
産
省
は
「
過
酷
事
故
が
起
き

る
可
能
性
は
あ
る
」
と
認
め
ま
し
た
。
同
じ
苦

し
み
を
新
潟
県
民
、
広
く
は
日
本
国
民
に
強
い

る
再
稼
働
は
到
底
容
認
で
き
ま
せ
ん
。
福
島
の

事
故
の
教
訓
を
活
か
す
な
ら
、
全
て
の
原
発
を

廃
炉
に
す
る
以
外
あ
り
ま
せ
ん
。

L
E
D
化
で
原
発
７
基
分
の
電
力
は

不
要
に
、
さ
ら
に

　
２
０
２
７
年
に
蛍
光
灯
製
造
が
全
世
界
で
中
止
さ

れ
L
E
D
の
設
置
が
大
幅
に
増
加
し
ま
す
。
経
産
省

は
「
国
内
の
照
明
が
全
て
L
E
D
に
置
き
か
え
ら
れ

た
場
合
、
２
０
３
０
年
度
に
は
２
０
２
４
年
度
と
比

較
し
、
５
２
３
憶
k
w
h
が
削
減
さ
れ
、
１
０
０
万

k
w
の
原
発
７
基
分
に
な
る
」
と
回
答
し
ま
し
た
。

　
環
境
省
は
、
産
業
用
の
自
然
冷
媒
に
よ
る
冷
蔵
、

冷
凍
施
設
で
は
２
〜
３
割
の
節
電
が
可
能
で
あ
る
と

回
答
し
ま
し
た
。
ま
た
今
回
の
政
府
要
請
に
は
あ
り

ま
せ
ん
が
、
業
務
用
エ
ア
コ
ン
を
最
新
の
も
の
に
変

更
す
る
と
約
３
割
省
エ
ネ
と
な
り
、
日
本
全
体
で
は

原
発
が
不
要
に
な
る
ほ
ど
省
エ
ネ
の
効
果
は
大
き
く
、

経
済
的
に
も
優
れ
て
い
ま
す
。

　
経
産
省
や
東
電
が
示
す
、
デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
や
半

導
体
製
造
で
確
か
に
電
力
需
要
は
増
加
し
ま
す
が
、

電
力
需
要
に
占
め
る
割
合
は
わ
ず
か
で
あ
り
、
前
出

の
省
エ
ネ
が
実
施
さ
れ
れ
ば
、
日
本
の
電
力
需
要
は

減
少
し
、
原
発
が
必
要
な
理
由
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
民
間
の
「
未
来
の
た
め
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
研
究

グ
ル
ー
プ
」
の
試
算
（
左
図
）
で
は
、
省
エ
ネ
と
再

エ
ネ
を
大
幅
に
推
進
す
れ
ば
原
発
、
火
力
発
電
所
の

全
廃
は
可
能
だ
と
し
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
海
外
か
ら

の
化
石
燃
料
購
入
は
な
く
な
り
、
国
内
に
は
関
連
産

業
の
雇
用
が
増
加
し
ま
す
。
身
近
な
こ
と
か
ら
行
動

す
る
こ
と
で
、
原
発
ゼ
ロ
も
温
暖
化
防
止
も
実
現
す

る
こ
と
が
可
能
で
す
。

新潟県民は再稼働の是非を問
う県民投票を求めて１４万人
分の署名を提出したが、県議
会は否決し、新潟県知事は再
稼働を容認した。しかし県民
の８割が再稼働に反対してお
り、再稼働は到底容認でき
ない。

北海道では２日前に暴風雪で電柱
が折れ、大規模停電が起きた。極
寒の中、原発事故が起きたら避難
できるのか。原発は経済効果があ
るというが、それは単なる金もう
けではないのか。福島で続いてい
る困難さを見捨てるのではない
か。

首都圏唯一の原発のある茨城か
ら来た。私は地域の生活、なり
わい、お年寄りから子どもたち
まで、今の地域コミュニティを
壊されたくない。だから原発反
対と声を上げている。

再稼働は許されない！

単なる金儲けの原発。

原発からコミュニティを
守る！

①最終エネルギー消費
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②化石燃料消費量③再エネ電力割合④CO2排出削減率 ( 2013 年比 ) 
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2030年に67%減、2035年に79%
減、2040年に90%減、2050年にゼ
ロ（エネルギー供給は再エネ100%
で、うち従来技術は90%以上、新技術
は10%未満）

2021年の20%から2030年に58%へ
拡大し、2035年には80%に達する。
2040年には再エネ100%を実現し、
2050年まで維持。20年で電力を完全
に再生可能エネルギーに。

2021年の20%減から2030年には
71%減へと大幅に削減が進む。2035
年に81%減、2040年に93%減とほ
ぼ脱炭素化を達成し、2050年には
90%以上の削減。

省エネ等により、2030年に
50%減、2035年に58%
減、2050年に70%以上
減。

未来のためのエネルギー転換研究グループが示す戦略

北海道　鈴木勝也さん

茨城県　萩谷祥子さん

新潟県　鈴木亮さん

詳しい資料はこちら→


